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令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

都道府県支出金 16020102003 1,367561原子力発電施設等広報・調査等交付金

前年度当初

1,370合　計

176

1,104473

90 90

01

本年度当初

563

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

02 総務費 01 総務管理費 10 電源立地対策費 危機管理課0101020100-0000

0001 広報・調査等事業費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

563

561

2

1,370

1,367

3

△807

△806

△1

116

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：001113)

　その他事業 56 市災害対策の充実

　概　　要　 02 浜岡原発への対応
　事　　務　 01 静岡県原子力防災対策

＜事業の目的＞
　市災害対策を充実させるため、広報・調査等事業において、原子力に関する各種研修会へ
　の参加及び調査、啓発業務を適切に行うことで、原子力発電に関する知識の充実を図る。

＜事業の概要＞
　原子力に関する各種研修会への参加及び負担金

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○視察研修実施業務
・浜岡原子力発電所安全等対策協議会（４市対協）視察研修
・危機管理部原子力防災担当者視察
○協議会負担金
・原子力政策に係る負担金（静岡県原子力発電所環境安全協議会負担金・浜岡原子力
発電所安全等対策協議会負担金）

　【要求内容】
　08節　旅費
・普通旅費　434千円（R6　291千円）：視察に係る旅費
・費用弁償　39千円（R6　813千円）：視察に係る費用弁償
18節　負担金、補助及び交付金
・県原子力発電所環境安全協議会負担金　35千円（R6　同額）
・浜岡原子力発電所安全等対策協議会負担金　55千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

1



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

3,147合　計7777

4644

10 16

3,0081,51001

本年度当初

1,641

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 04 水防費 危機管理課0101020100-0000

0001 水防団活動費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

1,641

1,641

3,147

3,147

△1,506

△1,506

1,458

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005103)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 02 自主防災組織の体制及び連携強化を図ります

＜事業の目的＞
　自主防災組織の体制及び連携強化を図るため、水防団活動事業により、水防団の活動支援
　や水防訓練を実施することで、水防体制の強化を図る。

＜事業の概要＞
　水防団出動に係る報酬及び交通費、水害対策に必要な資機材の購入

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○水防団活動業務
・水防訓練及び水防活動に必要な資機材の購入、水防団出動に係る報酬及び交通費の支
払い

　【要求内容】
　01節　報酬
・水防団員報酬　1,510千円（R6　3,008千円）：水防団訓練及び災害出動時の報酬費
08節　旅費
・水防出動交通費　44千円（R6　46千円）：水防団災害出動時の交通費
10節　需用費
・消耗品費　10千円（R6　16千円）：水防資機材用電池
15節　原材料費
・水防原材料費　77千円（R6　同額）：土のう用の砂の購入費

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

2



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

167合　計

40 40

8484
55 43

01

本年度当初

179

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 04 水防費 危機管理課0101020100-0000

0002 水防施設等管理費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

179

179

167

167

12

12

2,483

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005116)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、水防施設等管理事業により、水防施設や各種システムの維
　持管理を適切に行い、防災力の維持・向上を図る。

＜事業の概要＞
　水防倉庫の維持管理費、国交省河川情報共有システムに係る電柱共架代、ふじのくに防災
　情報共有システムの維持管理費

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　〇水防施設維持管理業務
・加茂水防倉庫及び河川防災ステーションに係る経費（電気使用料、火災保険料、NHK受
信料）

・ふじのくに防災情報共有システムの回線使用料、コンピューターソフト使用料
・国交省河川情報共有システムに係る電柱共架代

　【要求内容】
　10節　需用費
・電気使用料　55千円（R6　43千円）
11節　役務費
・通信運搬費　72千円（R6　同額）
・火災保険料　12千円（R6　同額）
13節　使用料及び賃借料
・電柱使用料　21千円（R6　同額）
・コンピューターソフト使用料　６千円（R6　同額）
・NHK受信料　13千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

3



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

181合　計

925
116 147

01

本年度当初

116

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 04 水防費 危機管理課0101020100-0000

0004 公用車管理費（水防車） 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

116

116

181

181

△65

△65

55

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005135)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、水防車（ジムニー）の適切な維持管理を行い、防災対策業
　の安全かつ円滑な実施と防災力の向上を図る。

＜事業の概要＞
　水防車（ジムニー）の燃料費、維持管理点検に係る費用

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○水防車管理業務
・燃料費、修繕料

　【要求内容】
　10節　需用費
・燃料費　35千円（R6　36千円）
・修繕料　81千円（R6　111千円）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

4



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

52合　計

40 40

121201

本年度当初

52

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 04 水防費 危機管理課0101020100-0000

0005 水防総務費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

52

52

52

52

12

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005140)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、水防総務事業により、水防対策に係る事務的経費や活動の
　支援を行うことにより、水防体制の維持・強化を図る。

＜事業の概要＞
　水防協議会委員への報酬や水防活動時に建設事業組合等を派遣するための委託料

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○水防協議会開催業務
・菊川市水防協議会委員報酬（対象者４人）
○災害時応急対応業務
・災害時応急対策業務委託料

　【要求内容】
　01節　報酬
・水防協議会委員報酬　12千円（R6　同額）
12節　委託料
・災害時応急対策業務委託料　40千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

5



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

都道府県支出金 16020801002 63126地震・津波対策等減災交付金（業務活動）

前年度当初

17,840合　計

39 39
2,20710,462 10,729 2,161

9333,629
3,483 3,199

779 779

01

本年度当初

20,599

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0002 防災施設等管理費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

20,599

126

630
19,843

17,840

630

63

17,147

2,759

63

2,696

17,910

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005156)

使用料 14010701001 ため池占用料 630 630

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、防災施設等管理事業により、防災資機材等の修繕や各種防
　災無線保守点検委託など防災施設の維持管理を適切に行い、防災力維持・向上を図る。

＜事業の概要＞
　防災資機材等修繕料、同報無線付属機器「音声自動応答装置」に係るNTT基本料金、各種
　防災無線保守点検委託料、同報無線屋外子局の維持管理に要する費用

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○防災施設等管理業務
・防災資機材の消耗品費、燃料費、修繕料、定期検査
・防災無線機、同報無線等の電気使用料、用地借地料、通信料、再免許申請、定期検査、
保守点検委託料

・防災施設、倉庫（中央防災倉庫、デジタル地域防災無線中継局、水道事務所防災倉庫）
の火災保険料、保守点検業務委託料

・飲料水兼用耐震性貯水槽点検口開放清掃業務委託

　【要求内容】
　10節　需用費
・消耗品費　614千円（R6　302千円）
・燃料費　 30千円 (R6　24千円）
・電気使用料　1,667千円（R6　1,858千円）
・修繕料　1,172千円（R6　1,015千円）
11節　役務費
・通信運搬費　98千円（R6　363千円）
・手数料　3,508千円（R6　548千円）：再免許申請、定期検査　（５年に１度実施）
・火災保険料　23千円（R6　22千円）
12節　委託料
・機械設備保守点検委託料　479千円（R6　556千円）
・市有地管理作業委託料　162千円（R6　150千円）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

・通信施設等保守点検委託料　9,290千円（R6　9,690千円）
・飲料水兼用耐震性貯水槽点検口開放清掃業務委託料　515千円（R6　317千円）
・消防施設等保守点検委託料　16千円（R6　同額）：中央防災倉庫の消火器点検料

6



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

合　計

本年度当初

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0002 防災施設等管理費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

　13節　使用料及び賃借料

(簡略番号：005156)

・同報無線用地借地料　39千円（R6　同額）

18節　負担金、補助及び交付金
・電波利用料　149千円（R6　同額）
・ため池洪水調整補助金　630千円（R6　同額）
27節　繰出金
・水道会計繰出金　2,207千円（R6　2,161千円）：100ｔ飲料水兼用耐震性貯水槽保守点
検及び清掃業務実施計画表に基づく保守点検業務

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

7



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

320合　計

305

151501

本年度当初

15

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0003 地域防災計画策定費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

15

15

320

320

△305

△305

236

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005191)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、地域防災計画策定事業により、計画作成及び防災会議にお
　ける審議や関係機関との調整、情報共有を行うことで、地域防災に関する総合的な防災機
　能の維持・向上を図る。

＜事業の概要＞
　防災会議委員への報酬や地域防災計画の作成に伴う経費

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○地域防災計画策定業務
・防災会議の実施及び地域防災計画の作成
・防災会議委員報酬（対象者５人）

　【要求内容】
　01節　報酬
・防災会議委員報酬　15千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

8



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

都道府県支出金 16020801002 13,25514,607地震・津波対策等減災交付金（業務活動）

前年度当初

34,988合　計

1,275 680

22,054 18,342

14,170 14,420
1,526 1,546

01

本年度当初

39,025

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0005 大規模地震対策等総合支援事業費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

39,025

14,607

1,141
23,277

34,988

1,084

13,255

20,649

4,037

57

1,352

2,628

34,479

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005222)

諸収入 21050207018 都市自治振興協会防災対策事業等交付金 1,000 1,000
諸収入 21050207024 静岡県市町村振興協会地震・津波対策等減災交付金 141 75
諸収入 21050207036 防災ラジオ売却代【小笠市民課】 9

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、大規模地震対策等総合支援事業により、防災知識の取得及
　び防災意識の向上のための情報発信を行うとともに、備蓄食料の更新及び防災資機材整備
　を進め、市と地域及び市民一人ひとりの防災力向上を図る。

＜事業の概要＞
　公助として、菊川市防災資機材備蓄計画に沿って物資の確保に努める。共助として、自主
　防災会備蓄資機材の購入支援を行う。自助として、対象者への補助金交付や委託事業を実
　施し対策の支援をする。

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○防災資機材整備事業
　・備蓄食料の更新及び消耗品、備品等の購入（公助）
　〇自主防災組織への支援事業
　・自主防災組織資機材整備費補助金の実施（共助）
　〇市民への支援事業
　・家具転倒防止対策委託料（自助）
　・家庭の災害対策補助金（自助）
　　感震ブレーカー設置費に対する補助金（自助）

　【要求内容】
　10節　需用費
　・消耗品費　22,054千円（R6　18,342千円）
　12節　委託料
　・家具転倒防止対策委託料　1,275千円（R6　680千円）
　17節　備品購入費
　・消耗品的備品　1,526千円（R6　1,546千円）
　18節　負担金、補助及び交付金
　・家庭の災害対策補助金　750千円（R6　1,000千円）
　・自主防資機材整備費補助金　13,420千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

9



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

9合　計

9901

本年度当初

9

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0006 国民保護計画費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

9

9

9

9
＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005236)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、国民保護計画事業により、保護のための措置に関する法律
　（平成16年法律第112号）第40条第８項の規定に基づき、菊川市国民保護協議会の運営を
　行うことで、武力攻撃事態等における国民の生命、身体および財産を保護し、武力攻撃に
　伴う被害の最小化を図る。

＜事業の概要＞
　菊川市国民保護計画に軽微でない修正を行う場合に協議会を開催する。

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○国民保護協議会開催業務
・委員への報酬（対象者３人）

　【要求内容】
　01節　報酬
・国民保護協議会委員報酬　９千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

10



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

諸収入 21050207032 193271地域振興セミナー開催事業補助金

前年度当初

421合　計

251 251

117172
52

105 48

01

本年度当初

530

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0007 防災啓発事業費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

530

271
259

421

193
228

109

78
31

572

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005240)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 03 市民の防災意識の高揚を図ります

＜事業の目的＞
　市民の防災意識の高揚を図るため、防災啓発事業により、大人から子供まで、誰もが気軽
　に参加できるイベント及び講演会等を開催し、防災に関する知識を高め、防災意識の向上
　を図る。

＜事業の概要＞
　市民が防災に関する知識を習得するため、防災ワークショップ及び防災講演会の開催及び
　啓発用パンフレットを配布する。また、地区から求められるHUG等の防災講座を菊川市
　防災士委員会へ依頼するための謝礼。

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○菊川市防災士委員会連携業務
　・菊川市防災士委員会への講座謝礼
　○防災講演会実施業務
　・講演会を開催するための報償費、旅費、需用費、会場使用料
　　開催予定時期：令和７年５月
　　会場：文化会館アエル

　【要求内容】
　07節　報償費
　・（新）講師謝礼　55千円
　・講座謝礼　117千円（R6　同額）
　08節　旅費
　・費用弁償　２千円（R6　５千円）：講演会講師交通費
　10節　需用費
　・消耗品費　105千円（R6　48千円）
　13節　使用料及び賃借料
　・会場使用料　251千円（R6　251千円）：文化会館アエル大ホール

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

11



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

都道府県支出金 16020801002 2,700地震・津波対策等減災交付金（業務活動）

前年度当初

32,438合　計
29,738110,627

2,717 2,700

01

本年度当初

113,344

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0008 防災施設等整備事業費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

113,344

20,905
82,800
9,639

32,438

22,300
2,700

7,438

80,906

9,639
60,500
18,205

△7,438
＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005259)

都道府県支出金 16020801003 地震・津波対策等減災交付金（投資活動） 20,905
繰入金 19020701001 まちづくり基金繰入金 9,639
地方債 22010602007 防災無線整備事業債 22,300
地方債 22010603002 防災無線整備事業債 82,800

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、防災施設等整備事業により、防災資機材・非常用飲食料等
　の備蓄を拡充するための基盤整備を進め、南海トラフ巨大地震等の災害への体制強化を図
　る。

＜事業の概要＞
　防災拠点施設等の整備

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○防災倉庫更新設置業務
　・町部地区センター避難所防災倉庫の更新
　○防災用行政無線の改良・更新事業
　・デジタル同報無線操作卓更新工事

　【要求内容】
　12節　委託料
　・（新）防災倉庫更新設置業務委託　2,717千円
　14節　工事請負費
　・（新）デジタル同報無線操作卓更新工事　110,627千円

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

12



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

都道府県支出金 16020102008 1,13323,762放射線防護施設管理費補助金
前年度当初

1,136合　計

1,180 1,136
77
729

21,780
01

本年度当初

23,766

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0009 放射線防護施設管理費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

23,766

23,762

4

1,136

1,133

3

22,630

22,629

1

3,303

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005263)

　その他事業 56 市災害対策の充実

　概　　要　 02 浜岡原発への対応
　事　　務　 02 菊川市原子力防災対策

＜事業の目的＞
　市災害対策を充実させるため、放射線防護施設管理事業により、放射線防護施設として嶺
　田地区センター及び小笠南地区センターの点検等を適切に行い、施設の対策機能保全を図
　る。

＜事業の概要＞
　嶺田地区センター及び小笠南地区センターの機能保全に必要な維持管理費

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○放射線防護対策施設（嶺田・小笠南）維持管理業務
・非常用発電機燃料（軽油）代
・陽圧浄化ユニット修繕料
・非常用発電機の燃料交換に伴う廃油処分に係る手数料
・放射線防護対策施設（嶺田・小笠南）の管理業務委託料
・活性炭フィルター交換

　【要求内容】
　10節　需用費
・（新）燃料費　297千円
・（新）修繕料　432千円
11節　役務費
・（新）手数料　77千円
12節　委託料
・管理業務委託料　1,180千円（R6　1,136千円）
17節　備品購入費
・（新）備品購入費　21,780千円

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

13



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

都道府県支出金 16020801005 1,372274静岡県緊急時対策調査・普及等事業費補助金

前年度当初

4,144合　計

18388

433355

89 981

2,911 2,712

01

本年度当初

3,743

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0010 防災対策総務費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

3,743

274

3,469

4,144

1,372

2,772

△401

△1,098

697

2,936

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：005267)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、防災対策総務事業により、研修会参加、防災機器消耗品購
　入等の事務的経費や協議会への負担金を支出することで、防災関係者の質的向上と防災対
　策の円滑な取り組みを図る。

＜事業の概要＞
　防災対策に要する需用費、事務的経費、防災対策に係る会議・研修会等旅費、防災ネット
　ワーク端末に係る消耗品代等及び県防災無線運営協議会など４団体への負担金、ふじのく
　に防災士養成講座受講費用に対する補助金

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○防災対策業務
　・防災対策に係る旅費、需用費、役務費
　・負担金（無線講習会負担金、都市災害対策連絡会負担金、県防災無線運営協議会負担金
　　、県防災ヘリコプター運航連絡協議会負担金）
　・補助金（ふじのくに防災士養成事業補助金）

　【要求内容】
　08節　旅費
　・普通旅費　350千円（R6　431千円）：研修会・会議、講習会、視察、訪問・訓練視察
　・避難所研修参加者旅費　５千円（R6　２千円）
　10節　需用費
　・消耗品費　89千円（R6　109千円）
　11節　役務費
　・（新）通信運搬費　385千円：家具転倒防止事業対象者への案内通知
　・（新）住民票発行手数料　３千円
　18節　負担金、補助及び交付金
　・無線講習会負担金　40千円（R6　同額）
　・ふじのくに防災士養成事業補助金　38千円（R6　同額）
　・都市災害対策連絡会負担金　30千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

　・県防災無線運営協議会負担金　638千円（R6　同額）
　・県防災ヘリコプター運航連絡協議会負担金　2,165千円（R6　1,966千円）

14



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

都道府県支出金 16020801002 484231地震・津波対策等減災交付金（業務活動）

前年度当初

2,499合　計

5151

992992

17 109

538 538
142 809

01

本年度当初

1,740

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0011 自主防災組織事業費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

1,740

231

1,509

2,499

484

2,015

△759

△253

△506

1,359

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：010206)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 02 自主防災組織の体制及び連携強化を図ります

＜事業の目的＞
　自主防災組織の体制及び連携強化を図るため、自主防災組織事業により、自主防災会を対
　象とした説明会の開催、防災指導員の活動支援を行い、地域防災力の向上を図る。

＜事業の概要＞
　防災指導員の活動に要する報償費、消耗品、備品の購入
　地区防災連絡会運営補助金

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○防災指導員活動業務
　・防災指導員への謝礼、会議及び研修の日当（31人分）
　・防災指導員の活動に伴う消耗品費、備品購入費
　○地区防災連絡会活動支援業務
　・地区防災連絡会運営費補助金

　【要求内容】
　07節　報償費
　・地域防災指導員謝礼　992千円（R6　同額）
　10節　需用費
　・消耗品費　17千円（R6　109千円）
　11節　役務費
　・保険料　51千円（R6　同額）：防災指導員傷害保険料
　17節　備品購入費
　・防災指導員用備品購入費　142千円（R6　809千円）
　18節　負担金、補助及び交付金
　・地区防災連絡会運営費補助金　538千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

15



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

216合　計

469

215215

11

01

本年度当初

685

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0012 防災訓練事業費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

685

685

216

216

469

469

205

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：010207)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 04 市民の防災活動への参加を推進します

＜事業の目的＞
　市民の防災活動への参加を推進するため、防災訓練事業により、訓練に掛かる諸経費を支
　出し、訓練を円滑に実施することで、地域における協力体制の確認や情報伝達体制の強化
　を図る。

＜事業の概要＞
　訓練参加者や医療救助者の事故に対する保険料。物資輸送訓練等に係る訓練経費。

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○防災訓練実施業務
　・防火防災訓練災害補償の保険料
　・災害時医療救護者の保険料
　・防災訓練等災害補償費
　・物資輸送訓練等に係る訓練経費
　　実施日：９月・12月　総合防災・地域防災訓練
　　会場：アエル（物資搬送拠点）

　【要求内容】
　11節　役務費
　・訓練参加手数料　10千円（R6　同額）
　・保険料　47千円（R6　同額）
　・災害時医療救護者保険料　158千円（R6　同額）
　13節　使用料及び賃借料
　・（新）使用料及びレンタル料　469千円：物資輸送拠点開設、運営訓練使用料等
　21節　補償、補填及び賠償金
　・災害補償費　１千円（R6　同額）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

16



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

都道府県支出金 16020801002 976地震・津波対策等減災交付金（業務活動）

前年度当初

5,705合　計

2,904 4,858

742416
110 105

01

本年度当初

3,430

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0013 情報伝達・避難体制対策事業 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

3,430

18
3,412

5,705

9

976

4,720

△2,275

9

△976

△1,308

3,798

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：010208)

諸収入 21050207017 防災ラジオ売却代 9 9
諸収入 21050207036 防災ラジオ売却代【小笠市民課】 9

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 05 避難情報の適切な伝達と避難体制の強化を図ります

＜事業の目的＞
　避難情報の適切な伝達と避難体制の強化を図るため、情報伝達・避難体制対策事業により
　、情報システム機器の維持管理を行い、地震等の災害に備えた情報伝達手段の確保及び住
　民避難体制の円滑化を図る。

＜事業の概要＞
　県と防災情報共有に必要なシステムの費用及び情報発信のシステムを維持するための費用
　。

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
○情報発信システム維持業務
・ふじのくに防災情報共有システム、衛星携帯電話、スマートフォン等の通信運搬費
・職員参集安否確認システム使用料
・総合情報配信システム（茶こちゃんメール）使用料

　【要求内容】
　10節　需用費
・消耗品費　110千円（R6　105千円）
11節　役務費
・通信運搬費　416千円（R6　742千円）
13節　使用料及び賃借料
・使用料及びレンタル料　1,584千円（R6　同額）：職員参集安否確認システム使用料
・総合情報配信システム使用料　1,320千円（R6　同額）：茶こちゃんメール使用料

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

17



令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

諸収入 21050207032 106144地域振興セミナー開催事業補助金

前年度当初

161合　計

4030

187 121

01

本年度当初

217

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0015 女性の防災啓発事業費 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

217

144
73

161

106
55

56

38
18

529

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：010210)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 03 市民の防災意識の高揚を図ります

＜事業の目的＞
　市民の防災意識の高揚を図るため、女性の防災啓発事業により、女性が防災活動に参画す
　ることの重要性を周知し、地域防災力の向上を図る。

＜事業の概要＞
　女性目線での防災対策を推進するための事業を開催する。

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○防災ワークショップ実施業務
　・防災ワークショップを開催するための講師謝礼、需用費
　　開催内容：９～11月の間で菊川２回・小笠地区１回の全３回実施
　　（対象を女性向けとする）

　【要求内容】
　07節　報償費
　・講師謝礼　30千円（R6　40千円）
　10節　需用費
　・消耗品費　187千円（R6　121千円）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16
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令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

216合　計

168 216

01

本年度当初

168

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 危機管理課0101020100-0000

0016 公用車管理費（危機管理課・防災対策） 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

168

168

216

216

△48

△48

77

＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：011660)

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　災害に強いまちをつくるため、公用車管理事業（危機管理課・防災対策）により、防災対
　策車両（キャラバン）の適切な維持管理を行い、防災対策事業の安全かつ円滑な実施と防
　災力の向上を図る。

＜事業の概要＞
　防災対策車両（キャラバン）の燃料費、点検に要する経費

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○公用車管理業務
　・公用車管理に係る経費（燃料費、修繕費）

　【要求内容】
　10節　需用費
　・燃料費　61千円（R6　72千円）
　・修繕料　107千円（R6　144千円）

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16
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令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

繰入金 19020701001 293,515まちづくり基金繰入金
前年度当初

204,102合　計
188,771529,629

1,686 14,516
766

1815

30 31

01

本年度当初

531,360

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 防災強靭化室0101020200-0000

0020 市役所敷地一帯防災対策強靱化事業 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

531,360

237,800
293,515

45

204,102

106,800

97,302

327,258

293,515
131,000

△97,257
＜総合計画における位置付け＞

(簡略番号：024150)

地方債 22010101001 緊急防災減災事業債 212,700 9,600
地方債 22010101003 一般単独事業債 97,200
地方債 22010101005 脱炭素化推進事業債 25,100

　基本目標 04 快適な環境で安心して暮らせるまち

　政　　策 01 防災力を高めるまちづくり
　施　　策 01 災害に強いまちをつくります

＜事業の目的＞
　予想される大規模地震や頻発する豪雨等から市民の生命と財産を守るため、防災対策の強
　化を図ることは、重要かつ喫緊の課題である。災害発生時に災害対策本部の機能が確実に
　発揮できるよう、災害対策本部棟の整備を始め、市役所本庁舎敷地一帯の防災体制の強靱
　化を図る。

＜事業の概要＞
　菊川市防災対策強靱化事業基本計画に位置付けられる市役所敷地一帯の防災機能強化
　・市役所本庁舎から独立した災害対策本部棟の整備
　・市役所北館、旧町部地区センターの解体及び駐車場の整備拡張
　・市役所本庁舎の外壁剥落防止工事

＜令和７年度実施内容＞
　【業務内容】
　○市役所敷地一帯の防災機能強化
　・災害対策本部棟新築工事（令和９年５月完成予定）
　・市役所敷地南側舗装工事
　・市役所本庁舎の外壁改修工事

　【要求内容】
　08節　旅費
　・普通旅費　15千円（R6　18千円）：関係機関協議、材料検査等の旅費
　10節　需用費
　・消耗品費　30千円（R6　31千円）：工事用安全帯購入
　12節　委託料
　・防災対策強靱化事業委託料　1,686千円（R6　14,516千円）：災害対策本部棟新築工事
　　監理業務委託
　14節　工事請負費
　・（新）災害対策本部棟整備工事費　322,160千円：災害対策本部棟新築工事
　・市役所敷地内駐車場等整備工事費　2,552千円（R6　6,171千円）：市役所敷地南側の空
　　地について、支障移転する消防団倉庫、地区防災倉庫の置き場にするための舗装工事

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】

報酬
給料02

共済費04
職員手当等03

05 災害補償費
06 恩給及び退職年金

委託料12
役務費11

09 交際費
10 需用費

08 旅費
報償費07

原材料費15
工事請負費14

13 使用料及び賃借料 予備費

22 償還金､利子及び割引料

投資及び出資金23

寄附金25
積立金24

26 公課費
27 繰出金

補償、補填及び賠償金21
貸付金20

18 負担金､補助及び交付金

19 扶助費

17 備品購入費
公有財産購入費16

　・維持補修費　204,917千円（R6　129,600千円）：市役所本庁舎外壁改修工事

　【債務負担行為設定】
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令和 7年度 歳出予算事業概要書001 一般会計
（単位：千円）

前年度当初

合　計

本年度当初

前年度当初本年度当初前年度当初本年度当初

09 消防費 01 消防費 05 防災対策費 防災強靭化室0101020200-0000

0020 市役所敷地一帯防災対策強靱化事業 本年度当初 前年度当初 比較 前々年度決算

　債務負担行為番号：914

(簡略番号：024150)

　期間：令和７年度から令和９年度まで

　事項名：災害対策本部棟及び堀之内体育館新築工事監理業務委託（令和７年度）
　概要：災害対策本部棟新築工事に係る工事監理業務委託
　限度額：12,883千円

　債務負担行為番号：915
　期間：令和７年度から令和９年度まで
　事項名：災害対策本部棟及び堀之内体育館新築工事（令和７年度）
　概要：市役所敷地内に災害対策本部棟を新築する。
　限度額：978,479千円

款 項 目 所属

 事  業

区　　分

事 業 費

財

源
内

訳

国庫支出金
県支出金

地方債

その他
一般財源

節 節

財源 科目コード 科目名称

【事業概要】

【事業費内訳】

【特定財源の内訳】
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歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
部門
名称

当初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差額
(a-b)

説　　　　　　　　明

16 2 1 2 -
総務管理費補助
金

- 24,468 2,645 21,823

16 2 1 2 3
原子力発電施設
等広報・調査等
交付金

危機管理課 561 1,367 ▲ 806
原子力発電施設の広報・調査等（視察研修、負担金）に係る交付金
＜充当先＞
2.1.10.1　広報・調査等事業費　561千円

16 2 1 2 8
放射線防護施設
管理費補助金

危機管理課 23,907 1,278 22,629

放射線防護施設（小笠南、嶺田コミュニティセンター）の維持管理に
係る補助金
＜充当先＞
9.1.5.9　放射線防護施設管理費　23,762千円
2.1.11.11　小笠南コミュニティセンター管理費　66千円
2.1.11.13　嶺田コミュニティセンター管理費　79千円

16 2 8 1 -
地震対策特別推
進費補助金

- 50,664 42,785 7,879

16 2 8 1 2
地震・津波対策
等減災交付金
（業務活動）

危機管理課 19,288 31,792 ▲ 12,504

地震・津波対策等の事業（業務活動）に係る交付金
＜充当先＞
2.1.1.1　人事管理費　186千円
3.1.2.14　障害者支援事業費　66千円
4.1.1.1　医療救護費　199千円
4.1.9.10　環境衛生総務費（環境推進課）　10千円
9.1.1.1　常備消防通信管理費　40千円
9.1.1.2　救急活動事業費　168千円
9.1.1.3　消防救助活動事業費　249千円
9.1.1.4　予防事業費　14千円
9.1.1.10　救急講習等事業費　88千円
9.1.2.2　消防団運営費　323千円
9.1.2.3　消防施設等管理費　287千円
9.1.2.4　消防団資機材整備費　1,497千円
9.1.3.1　消防施設等整備事業費　1,197千円
9.1.5.2　防災施設等管理費　126千円
9.1.5.5　大規模地震対策等総合支援事業費　14,607千円
9.1.5.11　自主防災組織事業費　231千円
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歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
部門
名称

当初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差額
(a-b)

説 明

16 2 8 1 3
地震・津波対策
等減災交付金
（投資活動）

危機管理課 31,102 9,621 21,481

地震・津波対策等の事業（投資活動）に係る交付金
＜充当先＞
9.1.1.3　消防救助活動事業費　5,890千円
9.1.2.4　消防団資機材整備費　243千円
9.1.3.4　貯水槽整備事業費　2,664千円
9.1.5.8　防災施設等整備事業費　20,905千円
10.2.1.11　県費補助小学校施設整備事業費　800千円
10.3.1.5　県費補助中学校施設整備事業費　600千円

16 2 8 1 5
静岡県緊急時対
策調査・普及等
事業費補助金

危機管理課 274 1,372 ▲ 1,098

広域避難計画に関する調査・普及等（現地調査、啓発事業）に係る補
助金
＜充当先＞
9.1.5.10　防災対策総務費　274千円

21 5 2 7 - 消防費雑入 - 2,097 1,987 110

21 5 2 7 17
防災ラジオ売却
代

危機管理課 9 9 0
防災ラジオの新規販売代金
＜充当先＞
9.1.5.13　情報伝達・避難体制対策事業　９千円

21 5 2 7 18
都市自治振興協
会防災対策事業
等交付金

危機管理課 1,000 1,000 0
防災対策事業（防災資機材の購入）に係る交付金
＜充当先＞
9.1.5.5　大規模地震対策等総合支援事業費　1,000千円

21 5 2 7 24

静岡県市町村振
興協会地震・津
波対策等減災交
付金

危機管理課 673 679 ▲ 6

防災対策事業（防災資機材の購入）に係る交付金
＜充当先＞
4.1.1.1　医療救護費　66千円
9.1.5.5　大規模地震対策等総合支援事業費　141千円
10.2.1.11　県費補助小学校施設整備事業費　266千円
10.3.1.5　県費補助中学校施設整備事業費　200千円

21 5 2 7 32
地域振興セミ
ナー開催事業補
助金

危機管理課 415 299 116

防災啓発事業（ワークショップ、防災講演会）開催に係る補助金
＜充当先＞
9.1.5.7　防災啓発事業費　271千円
9.1.5.15　女性の防災啓発事業費　144千円
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歳入 （単位：千円）

款 項 目 節
細
節

節及び細節名称
部門
名称

当初
予算額
(a)

前年度
予算額
(b)

差額
(a-b)

説 明

22 1 1 1 -
庁舎等施設整備
事業債

- 237,800 107,000 130,800

22 1 1 1 1
緊急防災減災事
業債

防災強靭化室 212,700 9,800 202,900
大規模災害時の防災・減災対策のために必要な施設の整備に係る起債
＜充当先＞
9.1.5.20　市役所敷地一帯防災対策強靭化事業　212,700千円

22 1 1 1 5
脱炭素化推進事
業債

防災強靭化室 25,100 0 25,100
ZEB基準相当に適合する公共施設の新築事業に係る起債
＜充当先＞
9.1.5.20　市役所敷地一帯防災対策強靭化事業　25,100千円

22 1 6 3 -
防災設備整備事
業債

- 82,800 0 82,800

22 1 6 3 2
防災無線整備事
業債

危機管理課 82,800 0 82,800
デジタル同報無線操作卓更新工事に係る起債
＜充当先＞
9.1.5.8　防災施設等整備事業費　82,800千円

397,829 177,317 220,512歳入合計
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